
会社概要

〒150-6234 東京都渋谷区桜丘町1番1号 
渋谷サクラステージ SHIBUYAタワー
ir-info@teldevice.co.jp

IR室
https://www.teldevice.co.jp

このインベスターズガイドは、2026年7月1日時点で作成されています。ビジネス戦略、業績予想などの将来の見通しに関する事項は、その時点で入手可能な情報から当社の経営者の判断に基づい
て書かれており、経営環境の変化により修正することがあります。したがって、当社は、内容の正確性、信頼性など、一切保証いたしかねますのでご了承ください。最新情報については、公表資料また
は当社Webサイトをご参照ください。なお、記載された商品名、サービス名は各社の商標または登録商標です。

将来の業績見通しに関する注意事項

(CN BU除く)

商 号 東京エレクトロン デバイス株式会社
設 立 1986年3月3日
資本金 24億9千5百万円
従業員数 1,408名（連結）（2026年3月31日時点）
本 社 東京都渋谷区桜丘町１番１号 渋谷サクラステージ SHIBUYAタワー

連結子会社

東京エレクトロン デバイス長崎株式会社
TOKYO ELECTRON DEVICE ASIA PACIFIC LTD.／TOKYO ELECTRON DEVICE (SHANGHAI) LTD.
TOKYO ELECTRON DEVICE SINGAPORE PTE. LTD.／TOKYO ELECTRON DEVICE (THAILAND) LIMITED
TOKYO ELECTRON DEVICE AMERICA, INC.

関連会社 日本サンテック株式会社
非連結子会社 スミックス株式会社
国内拠点 仙台／いわき／水戸／大宮／新宿／横浜／松本／浜松／岡崎／名古屋／大阪／福岡／伊万里
海外拠点 香港／上海／大連／深セン／シンガポール／バンコク／シリコンバレー／デトロイト／テキサス 

大株主の状況 持株数（株） 持株比率（%）

東京エレクトロン株式会社 10,598,100 33.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,444,600 7.80

東京エレクトロンデバイス社員持株会 1,786,833 5.70
野村信託銀行株式会社

（東京エレクトロンデバイス社員持株会専用信託口） 664,500 2.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・７６６２５口） 472,312 1.51

証券コード 2760

上場金融商品取引所 東京証券取引所 プライム市場

発行可能株式総数 76,800,000 株

発行済株式総数 31,336,500 株

株主総数 24,293 名

単元株式数 100 株

株式情報（2026年3月31日現在）

役員一覧
取締役 監査役
代表取締役会長・CEO 徳重　敦之 常勤監査役 河合　信郎
代表取締役社長 宮本　隆義 常勤監査役（社外） 石黒　一也
取締役 長谷川　雅巳 監査役（社外） 湯浅　紀佳
取締役 常石　哲男 監査役（社外） 桑原　清幸
取締役（社外） 鬼塚　ひろみ
取締役（社外） 西田　啓
取締役（社外） 逢坂　清治
取締役（社外） 浜辺　真紀子

コーポレートオフィサー
徳重　敦之 三品　俊一
宮本　隆義 二宮　潤
長谷川　雅巳 神本　光敬
篠田　一樹 成田　隆慶

くわしくは、Webサイト「会社情報」をご覧ください。
▶ 役員一覧　https://www.teldevice.co.jp/company/directors.html

※�2023年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施
 （2023年 9月以前の数値は当該株式分割が行われたと仮定して記載）
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新体制のもと、さらなる
企業価値の向上に
努めてまいります。

インベスターズガイドについて
　東京エレクトロンデバイス（以下、TED）では、株主・投資家を
はじめとするステークホルダーの皆様に、当社事業へのご理解
を深めていただくため、必要な情報をコンパクトにまとめたイン
ベスターズガイドを毎年発行しています。
　本誌では、2026年3月期の振り返り、2027年3月期の見通しと
ともに、中期経営計画 VISION2030の概要や方針、各事業の成
長戦略やサステナビリティへの取り組み、コーポレート・ガバナン
スの状況についてご報告します。

IR コミュニケーションについて
　当社は、企業価値向上のため、株主・投資家の皆様との建設
的な対話を行い、双方の考えや理解を深めることが重要である
と考えています。アナリストや機関投資家向けの決算説明会や、
個人投資家向けの説明会への参加などを通じ、対話の充実を
図っています。2026年3月期は、アナリストや機関投資家との
ワンオンワンミーティングを年間97件実施、個人投資家向け説
明会を2回実施、個人投資家向け IRイベントに1回参加しました。

略歴
1986年4月	 東京エレクトロン株式会社入社
2005年4月	 当社執行役員
2007年6月	 当社取締役
2011年6月	 TOKYO ELECTRON DEVICE 
	 HONG KONG LTD. （現 TOKYO ELECTRON
	 DEVICE ASIA PACIFIC LTD.）董事長
2013年9月	 �inrevium AMERICA, INC.	

（現 TOKYO ELECTRON DEVICE 	
AMERICA, INC.）CEO

2015年1月	 当社代表取締役社長
2024年6月	 �当社CEO（最高経営責任者）［現在に至る］	

当社コーポレートオフィサー［現在に至る］
2026年4月	 �当社代表取締役会長［現在に至る］

略歴
1993年4月	 東京エレクトロン株式会社入社
2015年4月	 当社コーポレートアカウント営業部長
2016年10月	当社CN営業本部長
2020年6月	 当社執行役員
2020年7月	 当社CN BU/副BUGM
2023年6月	 �当社執行役員常務	

当社CN BU/BUGM
2024年6月	 �当社コーポレートオフィサー［現在に至る］	

当社執行役員専務	
当社リスク管理委員長

2025年4月	 当社執行役員副社長
2025年6月	 当社取締役
2026年4月	 当社代表取締役社長［現在に至る］

代表取締役会長・CEO

徳重 敦之
代表取締役社長

宮本 隆義

IRサイトのご案内
　当社 Webサイトは、2026年中のリニューアル
を予定しています。最新情報や各種資料を通じて
当社への理解を深めていただくため、今後も情
報を更新してまいります。ぜひご覧ください。

https://www.teldevice.co.jp/ir/

東京エレクトロンデバイス　IR 検 索

　平素より格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上
げます。
　 当社 は2026年4月1日 から新体制 の もと、 
中期経営計画 VISION2030の2年目に入りまし
た。本計画では、「メーカー」と「技術商社」の力
を融合させた事業基盤を一層強化し、お客様と
ともに未来の社会の発展に貢献する企業として、
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に
取り組んでいます。半導体やIT を中心とする最
先端テクノロジーを通じて社会課題に向き合い、
期待を超える価値を持つ解決策の提供に努める
とともに、潜在的な社会課題及び顧客課題の解
決を通じて持続的な利益成長の実現を目指して
まいります。
　変化の激しい事業環境においても、強みであ
る技術力と提案力をさらに磨き、柔軟かつ迅速
な対応力をもって成長につなげていきます。今
後ともご支援を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役会長・CEO

代表取締役社長

ご挨拶

※ デザインは変更になる場合があります。
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技術支援・
サービスを通じた

価値創出

マテリアリティ

コーポレート・ガバナンスの強化

経営基盤の強化 P.��

CN事業
コンピュータシステム

関連事業

● ネットワーク機器
● ストレージ機器
● セキュリティソフトウェア
● 保守・監視サービス

EC事業
半導体及び

電子デバイス事業

● 半導体製品
● ボード・電子部品
● ソフトウェア・サービス

PB事業
プライベートブランド

事業

● 設計・量産受託サービス
● プライベートブランド製品
● 画像処理ソフトウェア

エンジニア比率 約��%
技術支援から自社製品開発まで

対応可能な体制

TED at a Glance

東京エレクトロンデバイスの
ビジネスモデル

����　東京エレクトロン株式会社で電子部品（フェアチャイルド社
など）の販売を開始

����　東京エレクトロン デバイス株式会社で電子部品の販売を開始
（現EC事業）

����　東京エレクトロン株式会社から電子部品部門に関する事業
を全て譲受け

����　東京証券取引所 市場第二部上場
����　自社開発商品、設計受託サービスをブランド化し、

「inrevium（インレビアム）」としてスタート（現PB事業）
����　東京エレクトロン株式会社からコンピュータ・ネットワーク

事業を承継（現CN事業）
����　東京証券取引所 市場第一部上場

����　東京エレクトロン株式会社による株式売出
����　株式会社アバール長崎（現：東京エレクトロン デバイス長崎

株式会社、以下TED長崎）を連結子会社化
����　株式会社ファーストを連結子会社化

����　東京証券取引所プライム市場へ移行
����　日本エレクトロセンサリデバイス株式会社よりウェーハ

検査事業を譲受け
����　株式会社ファーストを吸収合併

当社のあゆみ

中期経営計画 VISION���� 中期経営計画 VISION���� P.�

農 業 医療・ヘルスケア ものづくり 交 通 エネルギー

　当社は、「メーカーと技術商社の力で潜在的な社会課題を解決する」をVISIONに掲げる半導体・IT分野の技術商社で
す。技術商社として培ってきた独自の視座をもとに継続的に生まれてくる社会課題と向き合いながら、最先端の半導体・IT
製品とソリューションを擁する多数の仕入先とグローバルなパートナーシップを構築しています。こうした強固なサプライ
ネットワークを基盤に、技術提案や運用支援を通じて顧客課題を的確に捉え、多彩な製品・サービスを組み合わせた最適
なソリューションを提供するとともに、必要に応じて設計・開発も行い、社会課題の解決に向けて顧客と共創するビジネス
モデルを展開しています。

半導体

AI

IT基盤

組込み・
エッジ

データ
センター

車載機器
メーカー

産業機器
メーカー

通信事業者

クラウド
事業者

電機メーカー システム
インテグレーター

�,���社以上
幅広い分野のお客様

約��社
海外の最先端の
半導体・IT製品や

ソリューションを提供

メーカーと技術商社の力で
潜在的な社会課題を解決する

事業戦略 P.�

顧客課題の把握

多彩な製品・サービスを組み合わせた
最適なソリューションを提供

東京エレクトロンデバイス

仕入先

顧客

セキュリティ

最先端の半導体・IT製品

顧客のニーズ
事業戦略 P.�

P.��

事業戦略 P.�
P.��
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　当社は、半導体・ITをはじめとする市場の成長を支える事業
活動を通じ、社会の発展と企業価値向上の両立を目指していま
す。その基盤として、人的資本への投資を重視し、多様な人材が
能力を発揮できる環境の整備と育成に注力するとともに、DX
の推進により生産性向上を図ってまいります。
　コーポレート・ガバナンスについては、取締役会の監督機能
を基本に、指名委員会及び報酬委員会を通じて、経営の客観性・

透明性向上に取り組んでおり、今回の経営体制の移行において
も適切に機能しています。引き続き、持続的な成長を支える体
制の強化を進めていきます。
　当社はこれからもお客様とともに、未来の社会を形づくる技
術パートナーとして挑戦を重ね、さらなる企業価値の向上を目
指してまいります。ステークホルダーの皆様におかれましては、
引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

ステークホルダーの皆様へのメッセージ

　VISION2030における成長戦略は、成長市場に対して高付加
価値な製品・サービスを提供するとともに、持続的な成長に向
けた投資を着実に進めることを基本としています。AI・DX の進
展に伴い、インフラ、AI、クラウド、セキュリティといったIT 分野
に加え、半導体製造装置、ファクトリーオートメーション、医療、
車載機器などの半導体関連分野においては、今後も需要の拡
大が見込まれています。当社はこれらの成長市場において、サー

ビスの拡大やストックビジネスへの移行、ソリューション型ビジ
ネスの展開を進めるとともに、顧客商権の獲得及び自社製品
の提供範囲の拡大に取り組み、より高い付加価値を提供してい
きます。あわせて、これらの取り組みを支える基盤として、技術
習得を通じた事業領域の拡大、業務の自動化・DX 化による生
産性の向上を推進するとともに、中長期的な成長ドライバーの
源泉となる人材の育成に注力していきます。

　半導体やIT をはじめとするテクノロジーが社会や産業の基
盤となる中、開発・調達・運用の現場では課題の高度化・複雑
化が進んでいます。こうした環境下で、お客様が直面する本質
的な課題に対し、より確かな価値を提供していくことが、当社の
重要な役割であると考えています。当社は、グローバルなサプ
ライネットワーク、エンジニアリング力、ITソリューション力を融
合し、「メーカー機能」と「技術商社機能」の両面から独自の価
値を提供してまいりました。お客様のビジネスや開発現場に深
く入り込み、課題の本質を共有し、ともに考え、ともにつくり上
げていく――その姿勢こそが当社の原点であり強みです。

　新体制への移行に際しては大きな方針転換は行わず、中期
経営計画 VISION2030で掲げた方向性のもと各事業の磨き上
げを着実に推進していきます。また、VISION2030における重要
なテーマである収益性の向上に向け、CN 事業では現在の収益
性を維持しつつ、顧客基盤の拡充により事業の拡大を図ります。
EC事業ではポートフォリオ及びサービス内容の見直し等を重ね
ながら、段階的に収益性を高めていきます。PB 事業では自社
製品の提供範囲を広げることで、より多くのお客様へ価値を届
けることを目指します。さらに、これら3つの事業の掛け合わせ
や融合を通じ、グループ全体の収益性向上につなげていきます。

成長戦略

社長就任にあたり

　当社を取り巻く事業環境としては、CN事業においてIT市況
が引き続き堅調に推移する一方、主要顧客のIT投資には一服
感も見られます。EC・PB事業においては、サプライチェーン上
の在庫水準が適正化に向かうとともに、産業機器と車載機器
は回復局面に移行しています。また、全体としては、AIサーバー
の需要増加を背景に、メモリ（DRAM、NAND）の需給が逼迫して
おり、電子デバイスのみならずサーバー、ネットワーク、ストレー
ジ分野においてもリードタイムの長期化が継続すると想定して
います。
　この前提をもとに、2027年3月期は、売上高225,000百万円（前
期比10.4％増）、経常利益11,300百万円（前期比15.9％増）、親
会社株主に帰属する当期純利益7,850百万円（前期比0.1％増）
を見込んでいます。

2027年3月期の見通し

　2026年3月期は、CN事業ではストレージ関連製品と保守・監
視サービスの販売が好調に推移しました。AIを悪用した攻撃や
サプライチェーンを狙った攻撃への対応が経営課題として認識
される中、セキュリティ対策の需要拡大を背景にセキュリティ関
連製品の販売も好調に推移したことから、前期比で増収増益と
なりました。EC事業では、顧客商権の拡大により車載向け半導
体製品の販売が堅調に推移した一方、顧客在庫の調整継続に

より産業機器向け半導体製品の販売が減少しました。加えて、
ウェーハ市場の調整長期化を背景にプライベートブランド製品
の販売も低調となり、前期比で減収減益となりました。
　その結果、当社グループの業績は、売上高203,748百万円（前
期比5.8％減）、営業利益10,253百万円（前期比17.7％減）、経常
利益9,750百万円（前期比14.6％減）、親会社株主に帰属する当
期純利益7,842百万円（前期比11.6％減）となりました。

2026年3月期の振り返り

　持続的な利益成長による企業価値の更なる向上を目指すた
め、資本政策においては、成長投資、株主還元、財務健全性の3つ
を重要事項と考えています。

資本政策

持続的な成長への投資
●技術開発・事業拡大に向けた積極的な投資（M&Aを含む）
●競争力強化を目的とした社内外DXへの投資
●人材育成への積極的な投資

成長投資

利益成長による長期的な高リターン
●持続的な利益成長を実現し、企業価値向上
●業績に応じた株主還元（配当性向：��％目安）

株主還元

財務体質の強化と適切な財務レバレッジ
●自己資本比率：��％以上
●ROE：��％以上
●適正な在庫水準の維持

財務
健全性

���� ���� ����

業績推移

���� ����/�月期（予）

��.�

�,���

�.�

��.�

�,���

�.�

��.�

�,���

�.�

��.�

�,���

�.�

��.�

�.�

�,���

経常利益率（％）

ROE（株主資本利益率）（％）

売上高（億円）

����

���
���.�

株主還元

����

��.�

����

���

����

���

��.� ��.� ��.� ��.�

����/�月期（予）

���

��

��

配当性向（％）�株当たり配当金（円）

※����年��月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施
　（����年�月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、
　１株当たり配当金を算定）

社長メッセージ

独自の価値提供で課題解決に挑み、
企業価値向上を実現します

代表取締役社長

宮本 隆義

高収益化への成長ドライバー

サービス領域の拡大
ストックビジネスへの移行

自社製品・サービスの開発

ソリューション型ビジネスの展開
顧客商権の獲得

自社製品の提供範囲の拡大

高付加価値
持続的な成長への投資

技術開発・事業拡大
（M&Aを含む）

競争力強化
自動化・DX化の推進

人材育成
人材採用・社員教育

成長投資× ×
AI・DX進展に伴う需要拡大

IT市場
インフラ・AI

クラウド・セキュリティ

半導体市場
産業機器

（半導体製造装置・FA・医療等）
車載機器

成長市場
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事業紹介

中期経営計画 VISION2030 （2026年3月期～2030年3月期） 事業戦略

※1 工場や産業施設などで使用される運用技術（Operational Technology）のセキュリティ　※2 Original Equipment Manufacturing：相手先ブランドによる生産

売上高構成比

15％

経常利益率

12 ％

コンピュータ
システム関連事業

➡ P.9

CN 事業の
特徴

運営方針

・ �専門性・将来性が高い分野の海外 IT 製品、 
セキュリティ製品

・ 機器保守、セキュリティ監視サービス
・ AI 関連製品、技術サービスに注力

・ �顧客のニーズを理解し、DX を支える 
ソリューションとサービスを提供

・ �顧客のデジタル技術活用を支援し、 
顧客満足度を向上

ストック型サービスの強化

売上高構成比

75 ％

経常利益率

7 ％

半導体及び
電子デバイス事業

➡ P.11

EC 事業の
特徴

運営方針

・ 海外有力メーカーを中心に約40社の製品をラインアップ
・ 専任エンジニアによる技術サポート
・ 半導体を用いたシステム開発
・ クラウドサービスの提供

・ �産業機器、車載関連機器、クラウドサービス、 
OT セキュリティ※1分野などの成長マーケットに注力

・ �半導体の専門知識を生かし、 
ソリューション型ビジネスを展開

技術商社としてさらに進化

売上高構成比

10 ％

経常利益率

10 ％

プライベート
ブランド事業

➡ P.13

PB 事業の
特徴

運営方針

・ TED、TED 長崎が技術連携
・ 顧客の仕様に応じた基板の設計開発・量産のワンストップサービス
・ 画像処理技術を用いたシステム開発
・ 保有技術を生かしたプライベートブランド製品

・ �計測・検査技術を核に、ウェーハ検査装置を中心とした 
製品をグローバルに提供

・ �半導体関連技術と高品質な開発・製造基盤を生かし、 
基板 OEM※2のサービスを強化

メーカー機能の強化

VISION2030
事業別目標

サービス開発

セキュリティ

クラウド

検査装置 AI
ロボティクス

設計・量産
受託サービス

保守・運用
半導体・電子部品

ボード

IT インフラ

潜在的な社会課題

医療・ヘルスケア農 業 ものづくり 交 通 エネルギー

システム構築システム構築

　当社グループは、技術商社として培った視座で、継続的に生
まれてくる社会課題と向き合い続けます。そして社会（顧客）の
期待を超える価値を持つ解決策を提供することで、最先端テク
ノロジーの社会実装を推進し「超スマート社会」の実現に貢献
してまいります。

半導体やITを中心とする最先端テクノロジーを通して社会課題に向き合い
期待を超える価値を持つ解決策を提供することで社会の持続的発展に貢献するMISSION

「増益増収」（増益率＞増収率）による持続的な利益成長を目指す

売上高

3,000〜3,500億円

経常利益率

8%以上

ROE（株主資本利益率）

20%以上

「メーカー」と 「技術商社」の力により 
潜在的な社会課題（顧客課題）の解決を図る
●全てのビジネスユニットが、自社製品（サービス）開発にも取り組みグループシ

ナジーを創出することにより、期待を超える価値を持つ課題解決策を提案する
●潜在的課題に対するマーケティング強化のため、技術商社部門は新規代理店

権と顧客商権の獲得を推進する
●課題解決を可能とする事業基盤の早期確立に向け、積極的にM＆Aを活用する

持続的な利益成長に資する 
行動を推進する
●差別化できる自社製品（サービス）開発に向

けた積極的な投資を行う
●フロー型からストック型サービスビジネス

への移行を推進する
●中長期利益の拡大に向けた投資（研究開発、

人材採用、社員教育等）を行う

■全社方針

■財務モデル 目標とする経営指標（2030年3月期）

　2030年までには、AIの進展に代表されるような、あらゆる
市場を巻き込む課題が数多く発生することが予想され、これま
で以上に「メーカー機能」と「技術商社機能」の両面をフル活用
することが求められます。中期経営計画 VISION2030では、当社
グループがそれらの課題解決を「メーカー機能」と「技術商社機
能」の両面から追求していくことを改めて広くステークホルダー
の皆様にご認識いただくために、VISIONを「メーカーと技術商
社の力で潜在的な社会課題を解決する会社」にアップデートし
ました。なお、メーカー機能の強化により持続的な収益性向上
を実現するという強い決意に変わりはありません。

メーカーと技術商社の力で
潜在的な社会課題を解決する会社VISION

2026年3月期 事業別業績概要

 

 

 

PB事業
11,783百万円

5.8%

EC事業
3,208百万円

32.9%

CN事業
41,204百万円

20.2% CN事業
6,542百万円

67.1%

EC事業
（PB事業含）

162,543百万円
79.8%

売上高
203,748

百万円

経常利益
9,750
百万円

※ �全社売上高に対する
比率

メーカー
機能

技術商社
機能技術力

高品質製品

先見性

提案力

技術サポート力

設計
開発力

マーケティング力
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市 況
・	�AI 活用やクラウド利用の進展等により、企業のIT 投資が堅調

当社の状況
・	�ストレージ関連製品、保守・監視サービスの販売が好調
・	�AIを悪用した攻撃やサプライチェーンを狙った攻撃への対応が経営課題と

して認識され、セキュリティ対策需要が拡大

2026年3月期の業績概要

品目分類 主な仕入先 機能

ネットワーク関連製品
•	アリスタネットワークス社
•	F5社
•	エクストリーム ネットワークス社

ネットワークスイッチ
インターネット接続の負荷分散

ストレージ関連製品 •	エバーピュア社 大容量データを高速に接続、記憶する

セキュリティ関連製品他 •	ネットスコープ社
•	センチネルワン社

コンピュータシステム、ネットワー
ク、データなどを攻撃や破損、不正ア
クセスから保護する

保守・監視サービス •	TED 機器の保守サービス
セキュリティ監視サービス

分野 主なお客様

システム
インテグレーター •	国内ITサービス会社

エンタープライズ他
•	一般企業
•	官公庁
•	研究・教育機関

通信事業者 •	国内通信キャリア

データセンター・
クラウド事業者

•	データセンター
•	インターネット関連サービス企業

2025

2025

25%
32%

17%

13%

17%16%

41%39%

2026/3月期

2026/3月期

42%41%

27%27%

17%

22%
14%

10%

品目別売上高構成比

販売形態別売上高構成比

���� ���� ����/�月期
（予）

�

�,���

��,���

�

��,���

��,���

��,���

�,���

�,���
��,�����,���

■ 売上高（左軸）　■ 経常利益（右軸）
 売上高・セグメント利益推移（百万円）

　2026年3月期は、AI活用やクラウド利用の進展を背景に、顧
客のIT投資が全体として堅調に推移する中、増収増益となりま
した。営業・エンジニアが連携し、特にエンジニアの確かな技術
力を軸に大型のネットワーク案件、ストレージ案件を着実に完
遂したことに加え、セキュリティ製品及び保守・監視サービスの
販売が好調に推移し、業績を押し上げました。セキュリティ分野
では、ネットスコープ社やウィズ社、センチネルワン社が提供す
るクラウドセキュリティ及び次世代型エンドポイント製品の需
要拡大に加え、ランサムウェア攻撃の増加を背景に、セキュアな
バックアップソリューションの需要も拡大しました。
　さらに、顧客価値最大化に向けたカスタマーサクセス機能の
強化に加え、AIを活用した業務効率化を推進しており、技術部
門における顧客サポートの品質向上や対応スピードの改善、営
業における顧客対応の高度化や業務の自動化を進めました。
これらの取り組みは収益性の向上にも寄与しました。
　2027年3月期は、顧客のIT投資は引き続き堅調に推移する
ものの、ハードウェアのリードタイム長期化や主要顧客におけ

る投資の一服により、減収を見込んでいます。ネットワーク・スト
レージ機器、サーバー等においても、半導体の需給バランス崩
れから来るリードタイム長期化が継続しています。このような状
況に対処するため、納期確保に向けた対応を強化するとともに、
サブスクリプションを中心としたセキュリティ製品や保守・監視
サービス、技術サービスなど、ハードウェア販売に依存しない領
域にも比重を置くことで、収益性の安定化と向上を図ります。ま
た、顧客の状況に応じて、最適なセキュリティソリューションや
機器導入提案、各種サポートの提供を一層強化するとともに、
導入後の最適なIT運用環境の維持に貢献するためカスタマー
サクセス機能をより一層強化していきます。
　加えて、顧客のIT投資の領域としては生成AIの導入が進展
していますが、今後はAIエージェント、エッジAIといった業務の
自動化や意思決定の高度化を支援する領域の活用が進むと見
ています。これに伴い、AI環境の可視化や管理、セキュリティと
いった課題に対応する関連ソリューションの取り扱い及びサー
ビスの開発、提供を強化していきます。

　当社は、AI活用の高度化に伴い顕在化する「情報の分散」「AI
の信頼性確保」「高度化するサイバー脅威」といった課題や問題
に対し、データ活用基盤から運用・セキュリティまでを一体で提
供しています。
　米国Glean社との連携により、企業内に分散するメールやド
キュメントなどの情報を統合し、AIによって必要な知識へ迅速
にアクセスできるナレッジ活用基盤を提供しています。また、米
国Arize AI社のオブザーバビリティプラットフォームを通じて、AI
の出力や挙動を可視化し、精度向上や不具合の検知・改善を可
能とする環境を提供しています。さらに、米国Semperis社のID
セキュリティソリューションにより、企業の基盤システムである
Active Directoryを標的とした攻撃への対応を強化するととも
に、IT環境全体の脆弱性やリスクを継続的に把握し、適切な対
策につなげる仕組みの構築を支援しています。
　当社はこれらのソリューションを統合的に提供することで、AI

の活用を促進するだけでなく、安全かつ持続的に運用するため
のデジタル基盤の高度化を推進し、デジタル社会の発展と持続
可能な社会の実現に寄与してまいります。

※主な仕入先は敬称を省略し、略称やグループ名で表記しています。

サステナブルな社会への貢献（マテリアリティ①）｜最新ソリューション事例 ▶P.15

CN BU / BUGMメッセージ
CN 事業　執行役員 柴原 利彦

AI 活用を支えるデジタル基盤とセキュリティの提供

→ 米国 Glean 社と代理店契約締結、統合型企業内ナレッジ活用 AIプ
ラットフォームを国内販売開始～企業における生成 AI 導入・活用を迅
速かつ安全に～
https://www.teldevice.co.jp/pro_info/2025/press_250918.php

→ 米国 Arize AI 社のAI オブザーバビリティプラットフォームを国内初
のパートナーとして販売開始～生成 AI の安全性の向上と、運用効率
化を実現～
https://www.teldevice.co.jp/pro_info/2025/press_250827.php

→ 米国 Semperis 社の Active Directory (AD) への脅威を検知・防
御・復旧するITDR 製品を国内初のパートナーとして販売開始
https://www.teldevice.co.jp/pro_info/2025/press_250925.php

くわしくは、ニュースリリースをご覧ください。

サブスクリプション型セキュリティ・サービス領域へのシフトと
AI 関連ソリューションの拡充により、
収益構造の安定化と持続的成長を目指します。

CN コンピュータシステム関連事業
事業戦略
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7%8%

品目分類 主な仕入先 機能

アナログIC • テキサス・インスツルメンツ社
• NXP Semiconductors 社　　• ams-OSRAM 社

アナログ信号の増幅・発振などの処理を
行うIC

プロセッサ
• インフィニオン テクノロジーズ社
• NXP Semiconductors 社
• テキサス・インスツルメンツ社

• �インテル社 電子機器の頭脳として
演算機能・制御機能を持つIC

ロジックIC

• インフィニオン テクノロジーズ社
• NXP Semiconductors 社
• テキサス・インスツルメンツ社
• ラティス セミコンダクター社　　• ams-OSRAM 社

デジタル信号の処理を行うIC／
特定用途向け専用IC／カスタムIC など

メモリIC • インフィニオン テクノロジーズ社　　• エバースピン社 記憶用IC

ボード・電子部品他
• NXP Semiconductors 社　　• ams-OSRAM 社
• リコー PFUコンピューティング社　　• サンディスク社
• インテル社　　• ハギワラソリューションズ社

プリント配線基板上にIC・電源・コネクタ
などの部品を実装した製品（ボード）

ソフトウェア・サービス
•	マイクロソフト社
•	デル・テクノロジーズ社　　• トレリックス社
•	TXOne ネットワークス社

企業向け産業機器に組み込まれる
ソフトウェア／クラウドサービス

PB • TED　　• TED長崎 顧客の仕様に応じた基板の設計・
開発・量産／製造業向け機器

用途 主なアプリケーション 主なお客様

産業機器

医療機器／分析装置／半導体製造装置／
FA機器／工業用ロボット／加工機／
計測器／制御システム／データセンター用蓄電システム／
電子部品実装関連装置／インバータ

キヤノン／東京エレクトロン／
パナソニック／日立／三菱電機／
安川電機／横河電機

車載機器

車載計器／カーナビゲーション／
先進運転支援システム／ディスプレイオーディオ／
車載ECU（電子制御ユニット）／
リチウムイオンバッテリー／車載用インバータ

Astemo／アルプスアルパイン／
JVCケンウッド／日本精機／ニデック／
パナソニック／三菱電機

コンピュータ及び
その周辺機器

複合プリンタ／POSシステム／ストレージ・
サーバー／プロジェクタ／PC及び付属機器

キヤノン／シャープ／東芝／
日立／富士フイルム

通信機器 モバイルネットワーク／ネットワークモジュール／
光伝送装置／衛星通信機器／ワイヤレスIPネットワーク機器

沖電気／JVCケンウッド／
日清紡／富士通

民生機器
電子楽器／家庭用ゲーム機／
エアコン／デジタルカメラ／
家庭用燃料電池

パナソニック／三菱電機／ヤマハ

2025

2025

19%21%

28%
23%

5%6%

7%6%

2026/3月期

2026/3月期

18%
22%

16%14%

39%
34%

39% 46%

11% 10%

5% 4%
4% 4%

���� ���� ����/�月期
（予）
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�
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■ 売上高（左軸）　■ 経常利益（右軸）
  売上高・セグメント利益推移（百万円）

※主な仕入先と主なお客様（50音順）は敬称を省略し、略称やグループ名で表記しています。

その他
2% 2%

市 況
・	�サプライチェーンにおける顧客在庫調整が継続
・	�期末にかけて顧客在庫水準の適正化が進展し、半導体製品の受注が回復

傾向

当社の状況
・	�車載向けの販売は、顧客商権の拡大などにより堅調に推移
・	�産業機器向けの販売は、顧客の在庫調整継続により減少

2026年3月期の業績概要

　2026年3月期は、サプライチェーン全体での在庫調整の長期
化を背景に減収減益となりました。回復局面への転換時期は
当初想定よりもやや遅れましたが、業績は期初想定の範囲で推
移しました。こうした中、第3四半期以降、受注は回復傾向となり、
第4四半期には大きく増加しました。この背景には、実需の回復
に伴う在庫消化の進展に加え、AI向け需要の拡大を背景とし
た半導体のリードタイム長期化により、先行手配が増加したこ
とがあります。需要の回復は主に半導体製造関連の投資によ
るものであり、半導体製造装置や生産ライン向けのFA機器、チッ
プマウンターなどの分野で受注が増加しました。
　2027年3月期は、2026年3月期後半に見られた受注回復の
流れが一定程度継続することを踏まえ、3年ぶりの増収を見込
んでいます。サプライチェーン上の在庫水準は適正化に向かい、
産業機器や車載機器を中心に回復局面への移行が進む見込
みであり、市況はここ数年と比較して持ち直しています。一方で、
半導体のリードタイム長期化による供給制約に加え、AIデータ

センターや半導体製造拠点への投資に代表される地政学リス
ク対応の動きが一巡する可能性など、先行きについては不透明
な要素も存在します。また、足元で見られる先行手配の増加に
ついても、市況変動の影響を受けやすい側面があると認識して
います。
　このように外部環境の変動による影響を受けやすい事業環
境の中、収益構造の強化が重要な課題となっています。収益性
の向上に向けて、自社開発したシステム（基板・ユニット）での
提供を強化していきます。これにより、単なる部品供給にとどま
らず、顧客の機能要求に応じた付加価値の高いシステム製品の
提供を実現するとともに、サプライヤーとの関係性をより強固
なものとし、安定的な事業運営にもつなげていきます。特に、半
導体製造装置や検査装置をはじめとした産業機器分野及び車
載機器分野といった得意領域において、組織体制の整備を進
めながらシステム製品の供給を拡大していきます。

　農業分野では、気候変動の影響や生産者の高齢化・人手不
足により、安定した収量や品質の確保が重要な課題となってい
ます。当社が携わる農業AI/IoTソリューション「e-kakashi」はグ
リーン株式会社が開発・提供するサービスであり、当社はポー
タブルIoTゲートウェイの提供及び技術支援を通じて、その基
盤を支えています。本ゲートウェイは、圃場に設置されたセンサー
から温度・湿度・日射量などの環境データを安定的に収集・伝
送する役割を担い、これらのデータをクラウド上で解析すること
で、経験や勘に依存していた栽培管理にデータドリブンな意思
決定をもたらします。
　さらに、蓄積されたデータの活用によって適切な栽培条件の
把握や作業の効率化が可能となり、省力化と高品質生産の両
立を実現します。2026年3月には鹿児島県南種子町で導入され、
収量や品質の向上、人手不足への対応といった地域農業の課
題解決に寄与しています。当社はこうした農業AI/IoTソリュー
ションを通じ、持続可能な農業の実現に貢献していきます。

EC BU / BUGMメッセージ

データとテクノロジーで支える持続可能な農業への貢献

→ 鹿児島県南種子町でのIoT 農業支援を展開
農業 AI/IoTソリューション「e-kakashi」導入で
収穫量倍増の成果も
https://www.teldevice.co.jp/pro_info/2025/press_260303.php

くわしくは、ニュースリリースをご覧ください。

部品供給から付加価値の高いシステム製品の提供へと
シフトすることで、外部環境に左右されにくい
収益構造の確立を目指します。

e-kakashiを導入した圃場 ポータブルIoTゲートウェイ

サステナブルな社会への貢献（マテリアリティ①）｜最新ソリューション事例 ▶P.15

品目別売上高構成比

用途別売上高構成比

EC 事業　取締役　コーポレートオフィサー　執行役員副社長 長谷川 雅巳EC 半導体及び電子デバイス事業
事業戦略
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設計 ・ 量産受託サービス

効率向上と新たな知見の創出を支える重要な基盤となってい
ます。今後もこうした取り組みを通じて、先端科学分野における
データ活用の高度化を推進し、社会課題の解決や持続可能な
未来の実現につながる技術革新に貢献してまいります。

当社の状況
・	�産業機器向けが低調に推移し、設計・量産受託サービスの販売が減少
・	�ウェーハ市場の調整が長期化し、ウェーハ検査装置の販売が減少
・	�TED長崎は、主要顧客向けの売上高は増加したが、全体では前期同水準

2026年3月期の業績概要

東京エレクトロン デバイス株式会社 東京エレクトロン デバイス長崎株式会社

　製造現場の課題に対し、自動化・省人化・品質向上を実現するモノづくりシステ
ムを提供しています。プライベートブランド製品として、半導体ウェーハ検査装置、
設備監視システム、画像処理装置などを自社で開発し、モノづくり現場の生産性向
上と工場DX化を支援しています。

　顧客のニーズに応じた基板及びシステムの
仕様検討から設計、開発、量産までを一貫して
提供するサービスです。量産は主に、高品質か
つ少量多品種に対応した基板実装ラインを有
する東京エレクトロン デバイス長崎株式会社
が担っています。EC事業との連携により、最先
端半導体を活用したシステムレベルでの高付
加価値製品の開発を推進しています。

　ITインフラのリモート監視とセキュリティ対策、
データセンターの業務効率化を支援するモニタ
リング・ソリューションや、次世代エネルギーシス
テムに必要なインテリジェント電源を提供してい
ます。

ラックモニタリングシステム

分散型エネルギーシステム

��,���

���� ���� ����/�月期
（予）

�

�,���

��,���
��,�����,���

■ 売上高
 売上高推移（百万円）

シリコンウェーハ検査装置

化合物半導体ウェーハ検査装置

設備監視システム

画像処理装置

設 計 開 発 量 産

設計 開発 量産

2026年3月期 用途別売上高構成比

��％ ��％ �％
�％

産業機器 医療機器

研究機関他

放送・画像機器

��％ ��％ ��％ ��％

産業機器 医療機器 その他

　2026年3月期は、顧客の在庫調整の長期化やウェーハメー
カーにおける設備投資抑制の影響により減収減益となりました。
設計・量産受託サービスにおいては、顧客在庫の消化に時間を
要したことから回復時期は想定よりも遅延しましたが、業績は
期初の見通しの範囲内で推移しました。こうした中、第4四半期
以降は受注が回復基調に転じ、特に半導体製造装置関連を中
心に需要が拡大しました。取り組みとしては、ウェーハ検査装
置において2025年1月に吸収合併した株式会社ファーストの人
材・技術を取り込み、研究開発体制の強化を進めました。また、
設計・量産受託サービスでは、モデルベース開発を活用し、当
社の設計力を生かした効率的かつ高度な開発プロセスを構築
し、サービスの付加価値強化を図りました。
　2027年3月期は、顧客の在庫調整が適正水準に向かう中で、
半導体製造装置関連をはじめとした需要の高まりを背景に増

収を見込んでいます。一方で、半導体の供給状況については引
き続き注視していく必要があります。また、今後のウェーハ需要
の動向に応じた関連投資の動きにも注目していきます。
　AIの進展に伴い微細化・集積化といった半導体製造プロセ
スの高度化が進む中で、検査精度や材料特性、歩留まり管理な
どに対する要求水準は業界全体として高まっています。新たな
製造技術への移行に伴い、関連する計測・検査ニーズが一斉に
顕在化することから、そのタイミングを捉えた製品開発が重要
となります。このような需要の立ち上がりに対応することが、今
後の成長において重要であり、当社では検査装置に加えて計測
装置の開発にも取り組むなど、研究開発を一層強化しています。
また、設計・量産受託サービスにおいては、モノづくりプロセス
の最適化を進め、開発から量産までの一貫した生産性及び品
質の向上に取り組んでいきます。

　当社は国立研究開発法人理化学研究所と共同で、大型放射
光施設「SPring-8」で 使用 される次世代 X 線画像検出器

「CITIUS」向けのデータ処理基板を開発し、最先端の科学研究
を支えています。SPring-8は大型の加速器で生み出した強力な
X線を用いて、物質の内部構造や原子・分子の動きをナノレベル
で観察できる研究施設であり、新材料の開発や医薬品研究、環
境・エネルギー分野の技術革新など、私たちの暮らしの豊かさ
に直結する成果を生み出しています。
　一方で、検出器の高速化・高精度化に伴い、実験で得られる
データ量は急速に増大し、従来の手法では保存や解析が困難
になるという課題が顕在化していました。こうした課題に対し、
当社は長年培ってきたFPGA設計及び高速データ処理の知見
を活かし、取得したデータをその場で前処理・圧縮することが可
能なデータ処理基盤を構築しました。これにより、膨大なデー
タを効率的に活用できるだけでなく、解析結果をリアルタイム
に近い形で得られるようになり、実験中に結果を確認しながら
測定条件を最適化できる環境を実現しています。
　当社の技術は、研究者の試行錯誤を加速させ、研究開発の

PB BU / BUGMメッセージ

最先端研究を支えるデータ処理基盤の開発

→ 理化学研究所 SPring-8向け次世代 X 線画像検出器「CITIUS」の
FPGAデータ処理基板を開発～実験データを約8,600分の1に圧縮、
測定しながら結果を確認できるFPGAデータ処理基盤を実現～
https://www.teldevice.co.jp/pro_info/2026/press_260408.php

くわしくは、ニュースリリースをご覧ください。

AIの進展に伴う半導体製造プロセスの高度化を追い風に、
計測・検査装置の研究開発を強化し、
需要の立ち上がりを確実に捉えて次の成長につなげます。

サステナブルな社会への貢献（マテリアリティ①）｜最新ソリューション事例 ▶P.15

プライベートブランド製品

PB 事業　コーポレートオフィサー　執行役員常務 神本 光敬PB プライベートブランド事業
事業戦略

　AIの進展に伴い半導体製造プロセスでは、微細化、集積化の進化、新材料
の活用が進む中で、歩留まり管理や、検査精度・時間等に対する要求水準が
高まっています。
　当社は、「量産工程におけるインライン検査」の実現を中核としています。
量産ラインで全数検査を行うためには、高精度検出と高速処理の両立が不
可欠であり、それを実現する技術開発に取り組んできました。独自の光学技
術や画像処理技術をすり合わせることで、微細な欠陥を高精度かつ高速に
検出し、従来は目視に依存していた工程の自動化にも貢献しています。
　こうしたコア技術をもとに、現在はシリコンウェーハ及び化合物半導体ウェー
ハ向けに検査装置を展開するとともに、新たな検査対象物や検査項目へ対
応する開発を進めています。
　今後は、検査だけでなく、計測技術の開発を通じてより高度な品質管理へ
の対応を進め、ウェーハ製造工程に加え、デバイス・パッケージ製造工程へ
の展開も図っていきます。

計測・検査装置ビジネス強化に向けた取り組みClose-up
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2021年度対比

-50%
カーボン
ニュートラル

2030年度
目標

2050年度
目標

2021年度
実績

1,629

2022年度
実績

1,748

2023年度
実績

1,403

2024年度
実績

2025年度
実績

951 660

0% 7%

-42%
-59%

（単位：t-CO2）

-14%

経営基盤の強化

　当社の取締役報酬は、中長期の企業価値向上との高い連動
性、及び優秀な経営人材を確保できる競争力のある水準を重
視しており、報酬委員会では透明性、公正性をもって報酬の妥
当性確保に努めています。2026年3月期にはコーポレートオフィ
サーの報酬体系について、企業価値向上の意識をさらに高め
るための改定を決定しました。指名委員会では、次期CEOの
議論や取締役スキルの多様性の議論を重ね、新社長の就任、
社外取締役の増員に至りました。これらは取締役会の持続性、
実効性の向上、ガバナンスの一層の強化につながるものと考
えています。昨今経営を取り巻く環境は一層不確実性が増し、
予断を許さない状況にあります。過度にリスクを恐れず中長期
の成長に向け果敢に挑戦できるよう、全てのステークホルダー
の代表として経営を監督し、成長の後押しをしてまいります。

中長期の成長に向け
果敢にチャレンジできるよう
経営を監督し
後押ししていきます。

　AI、コンピューティング、通信技術が目覚ましく進化していく
中、日本の産業が国際競争力を維持・強化していく上で、当社
は半導体及び関連技術のサプライチェーンの最適化におい
て重要な役割を担っています。私は前職においてグローバル
に展開する電子部品事業に携わっていましたが、半導体の需
要・技術動向に即応できる企業能力の醸成が最大の経営課
題でした。それは当社の企業価値の源泉にほかなりません。
サプライヤーとユーザーを最適につなぐ現場の強い力をベー
スに企業価値をさらに向上させていくことが、VISION2030の
目標です。最適な経営・執行体制の構築、コアコンピタンスの
醸成と成長戦略の推進、ガバナンス・リスクマネジメント強化
など、重点施策に監督と執行が一丸となって取り組んでまい
ります。

サプライチェーン最適化に
おける現場の強みを基盤に
VISION2030の実現に
取り組んでいきます。

　2026年4月の宮本新社長就任を経て、株主総会において
社外取締役を3名から4名へと増員する新たな取締役会体
制が承認されました。本体制は、指名委員会が数年にわたっ
て後継者育成の仕組みの評価やCEOとの意見交換を重ね、
取締役会の適切な構成の検討、社外取締役候補の選考の議
論を積み重ねてきた成果です。新体制においては、業務執行
取締役やコーポレートオフィサーとの対話はもとより、社外
取締役の間での経営に関する対話をより一層重視してまい
ります。
　今後も、メーカー経営及び経営統合で培った経験を当社
の持続的成長に活かすとともに、VISION2030の実行を監督
するモニタリングボードの一員として、当社の企業価値向上
に貢献してまいります。

ガバナンス体制の強化と
対話の深化を通じて
企業価値向上に
貢献していきます。

　外資系金融機関等でファイナンスの基礎を学んだ後、長年、
事業会社のIR責任者として資本市場との対話に携わり、資
本市場との建設的な対話が上場企業の成長や変革に大きく
寄与することを実感してまいりました。その知見を活かし、近
年は社外取締役・社外監査役として企業価値向上に取り組
んでいます。当社は、半導体及びITソリューション分野で高い
競争力を有し、VISION2030の実現に向けた成長戦略を着実
に推進しています。資本市場は過去の実績だけでなく、将来
の成長力やキャッシュフロー創出力、その実現可能性を評価
します。戦略や投資が将来の成長力や変革につながっている
か、また、資本市場との建設的な対話が企業価値向上に活か
されているかといった観点から議論を深め、当社の持続的な
成長と企業価値向上に貢献してまいります。

資本市場との
建設的な対話を
企業価値向上に
つなげていきます。

■社外取締役メッセージ

温室効果ガス（GHG）総排出量（スコープ1・2）　当社グループは、気候変動対応を重要課題と認識し、温室効
果ガス排出量を指標として管理しています。2050年度のカーボ
ンニュートラルの実現に向け、国内連結グループのスコープ1・2
排出量について、2030年度の目標を「2021年度対比で50％削
減」としています。当社の事業所において実質再生可能エネル
ギー由来の電力へ切り替えを進めた結果、2025年度に2030年
度の目標を前倒しで達成しました。今後も継続的にモニタリ
ングを行うとともに、排出量の更なる削減に取り組んでまいり
ます。

※1 �リフレッシュ休暇とは、勤続年数に応じて連続休暇を取得できる特別休暇制
度です。

※2 �正社員・嘱託社員を対象とした当社独自のアンケート結果に基づく数値で
あり、人材育成に関連する設問に対する肯定的な回答の割合をもとに算出
しています。

※各委員会に関する情報は2026年6月16日時点

❶会社が培ってきたリソースを活かしたサステナブルな社会への貢献� ▶P.10  ▶P.12  ▶P.14

❷基本的人権の尊重を根幹に据えた労働環境・人事制度の構築

■3つのマテリアリティ

❸社会と会社の持続可能な関係を継続させていくための環境負荷の軽減

　当社グループは、社員の成長が個人のやりがいや達成感に
つながるとの考えのもと、グローバルな視点を持ち顧客ニーズ
に応えられる人材の育成を基本方針としています。社員の自発
的な学びを尊重し、強みや専門性を伸ばすことで、全員が最大
限に能力を発揮できる環境づくりを進めています。教育面では、
階層別と目的別の2軸による体系的な研修に加え、「TEDユニ
バーシティ」による次世代リーダー育成を推進しています。採用
では、毎年一定数の新卒採用を行うほか、人材補充や業容の拡
大に対応するため中途採用を実施し、人材面の強化を図ってい
ます。また、多様性を尊重し、育児・介護支援やテレワークなど
柔軟な制度を整備することで、誰もが安心して働き続けられる
環境を構築しています。さらに、コンプライアンス教育やメンタ
ルヘルス支援、労働時間削減の取り組みを通じ、持続的成長を
支える人的資本の強化に努めています。

項目 2024年度実績 2025年度実績 2029年度目標

女性管理職比率 12.0% 12.7% 15.0%

離職率 1.9% 2.5% 3.0%以内

リフレッシュ休暇利用率※1 87.6% 90.1% 80.0%以上

有給休暇消化率 66.7% 64.3% 70.0%以上

健康診断受診率 100.0% 100.0% 100.0%

ストレスチェック受検率 95.2% 94.2% 100.0%
人材育成に関する

社員満足度※2 67.4% 66.8% 75.0%以上

　当社では、監査役会設置会社としての体制に加え、経営の客
観性・透明性向上を目的に指名委員会及び報酬委員会を設置
しています。指名委員会はCEO・取締役候補者等の選定、報酬
委員会は役員報酬制度の協議を担い、いずれも独立社外取締
役が過半数を占める体制としています。右記のとおり多様な議
題を継続的に議論しており、各委員会の検討結果は取締役会
に提案され、重要事項の意思決定や監督に適切に反映されて
います。今後も経営の透明性・健全性を確保し、コーポレート・
ガバナンスの継続的な強化に努めてまいります。

■コーポレート・ガバナンスの強化

鬼塚 ひろみ
社外取締役　独立役員
報酬委員会委員長
指名委員会委員

逢坂 清治
社外取締役　独立役員
指名委員会委員
報酬委員会委員

西田 啓
社外取締役　独立役員
指名委員会委員長
報酬委員会委員

新任

浜辺 真紀子
社外取締役　独立役員

2025年度における主な議題
・ VISION2030を踏まえた役員報酬制度の審議（取締役会）
・ 今後の機関設計に関する審議（取締役会）
・ 取締役候補者、CEO候補者、独立役員候補者の検討（指名委員会）
・ 後継者育成計画に関する議論（指名委員会）
・ コーポレートオフィサーの報酬体系に関する議論（報酬委員会）
・ 月額固定報酬に関する検討（報酬委員会）

独立社外取締役比率
2025年度 2026年度

独立社外
取締役
4名

独立社外
取締役
3名

社内
取締役

4名

社内
取締役

4名

42.9% 50%

2025年度

女性
2名

女性
1名

男性
6名

男性
6名

2026年度
女性取締役比率

14.3% 25%

人的資本・多様性に係る実績及び目標（東京エレクトロン デバイス株式会社）
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※上記の一株当たり指標のグラフは2023年10月1日の株式分割（1株から3株）を反映した金額で記載しています。

連結経営指標

業績・財務ハイライト （単位：百万円）

収益性

売上高（百万円） 売上総利益率（％）

��.� ��.�
��.� ��.� ��.�%

���,���

���,��� ���,��� ���,���
百万円���,���

����/�月期����������������
※売上総利益率＝売上総利益÷売上高

�.�
�.� �.� �.� �.�%

�,���

��,��� ��,���
��,��� �,���

百万円

����/�月期����������������

経常利益（百万円） 経常利益率（％）

※経常利益率＝経常利益÷売上高

�.�
�.� �.� �.� �.�%

�,���

��,��� ��,���
��,��� ��,���

百万円

����/�月期����������������

営業利益（百万円） 営業利益率（％）

※営業利益率＝営業利益÷売上高

効率性

�.� �.�
�.� �.� �.�回

���,���
���,��� ���,��� ���,���

���,���
百万円

����/�月期����������������

総資産（百万円） 総資産回転率（回）

※総資産回転率＝売上高÷期首・期末平均総資産

�.� �.� �.� �.� �.�回

��.� ��.�
�.� �.� �.�回

仕入債務回転率（回）売上債権回転率（回）

����/�月期����������������
※売上債権回転率＝売上高÷期首・期末平均売上債権
※仕入債務回転率＝売上原価÷期首・期末平均買掛金

�.� �.�
�.� �.� �.�回

��,���
��,���

��,��� ��,��� ��,���
百万円

����/�月期����������������

棚卸資産（百万円） 棚卸資産回転率（回）

※棚卸資産回転率＝売上高÷期首・期末平均棚卸資産

安全性

��,���

���.� ���.� ���.� ���.� ���.�%

���,��� ���,��� ���,���
���,���

百万円

����/�月期����������������

流動資産（百万円） 流動比率（％）

※流動比率＝流動資産÷流動負債

��,���

��.� ��.� ��.� ��.� ��.�%

��,���
��,��� ��,���

��,���
百万円

����/�月期����������������

純資産（百万円） 自己資本比率（％）

※自己資本比率＝自己資本÷総資産

��,���

���.� ���.� ���.� ���.� ���.�%

���,���
���,��� ���,���

���,���
百万円

����/�月期����������������

負債総額（百万円） 負債比率（％）

※負債比率＝負債÷自己資本

その他の指標

���.��

���.��
���.��

���.�� ���.��円

����/�月期����������������

一株当たり当期純利益（円）※

��.�

���.�
���.�

���.� ���.�円

����/�月期����������������

一株当たり年間配当金（円）※

※一株当たり当期純利益（EPS）＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷
　（期中平均発行済株式数－期中平均自己株式数）

��.� �.�

��.�

��.� ��.�倍

�.� �.�
�.�

�.� �.�倍

株価純資産倍率（PBR）（倍）
株価収益率（PER）（倍）

����/�月期����������������

�,���

�,��� �,��� �,��� �,��� �,���人

�,���
�,���

�,��� �,���千円

����/�月期����������������

従業員一人当たり当期純利益（千円）

従業員数（人）

※株価収益率（PER）＝期末株価÷一株当たり当期純利益
※株価純資産倍率（PBR）＝期末株価÷一株当たり純資産

※従業員一人当たり当期純利益＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷期末従業員数

�,���.��
�,���.��

�,���.���,���.��
�,���.��円

����/�月期����������������

一株当たり純資産（円）※

��.� ��.� ��.� ��.� ��.�%

�.� ��.� �.� �.� �.�%

純資産配当率（％）配当性向（％）

����/�月期����������������

※一株当たり純資産＝
　期末純資産÷（期末発行済株式数－期末自己株式数）

※配当性向＝支払済中間配当及び期末配当÷当期純利益
※純資産配当率＝配当金総額÷期首・期末平均純資産

��.�

��.� ��.�
��.�

��.�%

����/�月期����������������

自己資本当期純利益率（％）

※自己資本当期純利益率＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷期首・期末平均自己資本

�.�

�.� �.�
�.�

�.�%

����/�月期����������������

総資産当期純利益率（％）

※総資産当期純利益率＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷期首・期末平均総資産

�.� �.� �.� �.� �.�%

�,���

�,���
�,��� �,��� �,���

百万円

����/�月期����������������

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益率 （％）

※親会社株主に帰属する当期純利益率＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷売上高

損益状況 2022 2023 2024 2025 2026/3月期
売上高 179,907 240,350 242,888 216,379 203,748

売上総利益 25,638 34,243 37,168 33,732 31,541

売上総利益率 14.3% 14.2% 15.3% 15.6% 15.5%

販売費及び一般管理費 17,506 20,016 21,739 21,274 21,288

営業利益 8,131 14,227 15,428 12,457 10,253

営業利益率 4.5% 5.9% 6.4% 5.8% 5.0%

経常利益 7,318 12,478 13,922 11,415 9,750

経常利益率 4.1% 5.2% 5.7% 5.3% 4.8%

税金等調整前当期純利益 7,910 12,469 13,887 11,408 10,883

親会社株主に帰属する当期純利益 5,085 8,778 9,986 8,874 7,842

財政状態 2022 2023 2024 2025 2026/3月期
流動資産 98,895 134,309 151,336 144,186 150,337

固定資産 8,906 9,143 11,231 12,655 11,874

資産合計 107,801 143,452 162,567 156,841 162,211

流動負債 56,622 70,595 89,035 74,605 85,000

固定負債 19,160 33,859 27,341 33,232 23,454

負債合計 75,783 104,455 116,377 107,837 108,455

純資産 32,018 38,997 46,190 49,004 53,756

負債純資産合計 107,801 143,452 162,567 156,841 162,211

キャッシュ・フロー 2022 2023 2024 2025 2026/3月期
営業活動によるキャッシュ・フロー △891 △12,185 301 18,915 15,684

投資活動によるキャッシュ・フロー △155 △199 △2,695 △2,068 1,200

財務活動によるキャッシュ・フロー 606 13,746 2,529 △15,251 △17,848

現金及び現金同等物の期末残高 5,028 6,442 6,757 8,384 7,622
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